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民主・護憲クラブ

てに係る切れ目のない支援を

行っており、おおむた縁結び

支援事業、専門職による子育

て家庭に寄り添った相談支援、

学童保育所の定員拡大に向け

た施設整備及び夏休み預かり

モデル事業に取り組んだ。

　　　　多くの声を聞き、積

極的に事業を拡大されたい。

　　基本方針に、令和５年度

までに本館の取扱いの決定を

目指すとあるが、進捗状況は。

　　第６次総合計画において、

具体的に取り組んだ子育て支

援の内容は。

　　結婚、妊娠、出産、子育

　　民間活用を基本に検討を

進める。昨年度から検討支援

業務を委託し、全国規模及び

地元事業者へのヒアリングを

行い、現時点で可能性がある

と考えられる事業計画を仮説

として整理した。

　今後、事業費のシミュレー

ションを踏まえた利活用指針

案を取りまとめ、庁舎整備、

基本構想の検討に反映させる。

　　　　新庁舎整備までの間

の庁舎の耐震性能不足が、市

民や職員に大きな不安を与え

ないよう対応を求める。

童生徒にとって、大変意義深

いものと考える。小６と中３

の社会科において、人権を学

習する中で、条例の内容を取

り扱うことが考えられるため、

各校で取組を検討したい。

　　本市の踏切内への点字ブ

ロック設置についての見解は。

　　本市においても、視覚障

害のある方々の踏切横断時の

安全性を確保するため、危険

性の高い踏切内における点字

　　主体者である子供たちの

学びの場で、この条例を学習

する機会を設けてはどうか。

　　本条例は、本市で育つ児

ブロックの設置に向け、現在、

関係機関で構成した福岡県踏

切道改良協議会において、協

議・検討が行われている。

　　他都市でもＬＩＮＥを活

用されているが、市の見解は。

　　危険箇所の早期発見や迅

速な対応、事務の効率化につ

ながるものと考えている。他

市の実施状況など、聞き取り

を行い、活用に向けた検討を

進めたい。

子育て世代に魅力的な
まちづくり 現庁舎の取扱いと

新庁舎整備の考え方

　　税の配分や事業の優先順

位をしっかり考えて業務を推

進することにより、有明圏域

での産業・スポーツ・観光・

税の配分は政治の責任

子ども・子育て応援条例
について

教育面等で大牟田市がリーデ

ィングシティーとなることが、

人口10万人の都市の維持に必

要であると思うが。

　　イノベーション創出拠点

や新産業団地への企業誘致、

子育てしやすい環境づくり等

の積極的推進、有明海沿岸の

都市との連携等により、人口

10万人を維持し、有明海沿岸

地域全体をリードする都市と

して大牟田を発展させたい。

　　建設業務代行者の撤退か

ら４年、現在の再開発事業の

状況は。

　　実施主体の再開発準備組

合が中心となり、事業者協議

と併せて資金計画の検討も行

われている。

　　事業の早期実現に向け、

再開発事業の促進にどう取り

組むか、市長に伺う。

　　再開発事業の実現は、中

心市街地の活性化につながる

重要な事業。市としても、で

きる限り支援したい。

松原中学校区の
教育環境の充実

健康で、住み慣れた地域で暮らし続けられる社会の構築を

　　義務教育

学校の設置に

向けた経緯と

方針は。

　　児童生徒

の学力向上や

不登校の解消

に向け、小中

一貫教育を進

めており、全

市的に充実させるためには、

先進的な研究実践校として義

務教育学校が必要と考える。

　　夜間中学及び不登校生徒

も受け入れる不登校特例校の

設置に向けた方針は。

　　平成28年に、国の教育機

会確保法の成立を受け、本市

も令和元年より国の方針に基

づき、市内全域からアクセス

が便利な松原中学校への設置・

検討をしている。令和６年４

月開校を目指すとともに、「不

登校特例校」改め「学びの多

様化学校」の指定に向けた手

続きを進めている。

　　　　松原中学校区への特

例校の設置については、大牟

田の教育理念である「誰一人

取り残されない」という観点

での取組をお願いしたい。

　　まちづくり総合プラン

（案）の期間見直しの理由は。

　　将来の人口減少や市を取

り巻く環境の変化を見据え、

今後必要となる大型公共事業

の実施等を盛り込む必要があ

るため、10 年間の計画とする。

　　　　市民ニーズや地域課

題、社会情勢など、柔軟に対

応した計画の策定を要望する。

　　2035 年の人口目標 10 万

人を踏まえた施策への考えは。

　　次代を担う若い世代の

増加に取り組む必要があるた

め、安心して子育てできる環

境づくりや若い世代に働きた

いと思われる雇用の場づくり

など、移住・定住の促進を図

り、10 万人維持を目指したい。

　　　　経済的な充実、雇用

形態に関係なく全体的なベー

スアップ、特に若者の給料ア

ップを社会全体で考えてもら

いたい。また、婚活・結婚支

援から子育て支援や若者への

住宅支援が重要となる。

　　回覧板の電子回覧板へ

の移行など、柔軟で多様な連

携を可能にする自治会等のデ

ジタル化の推進状況は。

　　デジタルツールの利活

用の促進と情報格差の解消に

取り組み、運営の効率化に向

けたデジタルツールの活用に

ついて取りまとめていく。

　　　　安全かつ安心して暮

らせる地域を守る自治会等の

役割は非常に大きい。長期的

な取組だが、自治会等でデジ

タル技術を活用した地域コミ

ュニティの再構築を要望する。

　　高齢者等の交通弱者に対

する新たな移動手段について

問う。

　　高齢者等の交通弱者に

対しては、生活交通支援事業

の中で、自宅まで迎えに来る

予約型乗合タクシーなどの実

証実験を踏まえ、地域ニーズに

応じた移動手段の導入を進め

ている。

　　　　市民、利用者目線で、

地域公共交通の利便性のさら

なる向上を要望する。

　　帯状疱疹ワクチン接種

助成事業実施への見解は。

　　国の定期接種化に向け

ての検討状況を注視したい。

　　　　予防接種費用は高額

であるため、帯状疱疹ワクチ

ン接種助成事業については、

実施・検討を要望する。
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